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気候変動影響評価・適応推進事業

事業イメージ

請負事業

（１）気候変動影響評価・気候変動適応計画の進捗管理
気候変動適応法に基づく気候変動影響評価・気候変動適応計画の進捗把握を
効果的・効率的に実⾏する。
（２）地⽅⾃治体適応策の⽀援
地域特性を加味した気候変動影響評価⼿法の検討などにより、地域における
適応を推進する。また、地域創⽣につながる適応策を、地域コミュニティと
連携して⾏う活動を⽀援する。
（３）⺠間企業、国⺠等の適応策の⽀援
気候変動をビジネス機会と捉えることを促進する。また、適応策をわかりや
すく情報発信する。
（４）適応策の国際協⼒
途上国に対し、早期警戒システムなどの適応策を官⺠連携して⽀援する。ま
た、途上国を含む各国動向の情報を収集し、国際交渉で戦略的に対応する。

気候変動の影響は国内外で既に現れており、さらに深刻化する可能性がある。そのためパリ協定等により、各国とも気候変動
による被害の防⽌・軽減を図る適応の取組が求められている。⽇本では、平成30年６⽉に気候変動適応法が成⽴し、適応策の
推進は、⾻太の⽅針等にも盛り込まれている政府の重要課題である。これらを踏まえ、気候変動適応法に基づき、適応策を推
進することで、健康影響の防⽌による⽣活の安定、農林⽔産業などの健全な発展、国⼟の強靭化などを総合的に⽬指す。

気候変動影響への適応取組を強化し、安全・安⼼で持続可能な社会の構築を⽬指します。

【令和9年度要求額 498百万円（490百万円）】

⺠間事業者・団体等

平成18年度〜

環境省 地球環境局 総務課 気候変動科学・適応室 電話︓０３－５５２１－８２４２

■請負先


